
R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

令和５年神奈川県 

国家戦略特別区域限定保育士試験問題 
 

 

子 ど も 家 庭 福 祉 

（選択式 20 問） 

 

指示があるまで開かないこと 

 

解答用紙記入上の注意事項 

１ 解答用紙と受験票の受験番号が同じであるか、カナ氏名・科目名を確認し、誤り

がある場合は手を挙げて監督員に申し出ること。 

２ 漢字氏名を必ず記入すること。 

３ 解答用紙は、折り曲げたりメモやチェック等の書き込みをしないこと。 

４ 鉛筆またはシャープペンシル（ＨＢ～Ｂ）で、濃くはっきりとマークすること。

正しく記入・マークされていない場合は、採点できないことがあります。 

  

（良い例）… 

 

（悪い例）… 

 

５ 各問に対し、２つ以上マークした場合は不正解とする。 

６ 訂正する場合は、「消しゴム」であとが残らないように消すこと。 

 

（濃くマークすること。はみだしは厳禁。） 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問１ 次の文は、保育士資格に関する記述である。適切な記述を○、不適切な記述を×と

した場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 指定保育士養成施設を卒業した者が保育士となるためには、都道府県が備える保育士

登録簿に氏名、生年月日その他内閣府令で定める事項の登録を受けなければならないが、

保育士試験に合格した者が保育士となる場合については、この登録手続きは不要となる。 

Ｂ 小規模保育事業Ｃ型で勤務する家庭的保育者に限り、保育士資格を有していない場合

であっても保育士の名称を用いて業務にあたることができる。 

Ｃ 保育士が「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」に規定する児

童生徒性暴力等を行ったと認められる場合、都道府県知事はその者の保育士登録を取り

消さなければならない。 

Ｄ 「児童福祉法」の規定その他児童の福祉に関する法律の規定であって政令で定めるも

のにより罰金の刑に処せられ、その執行を終えた日又は執行を受けることがなくなった

日から起算して３年を経過しない者は、保育士となることができない。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ × 

２ ○ × ○ × 

３ × ○ × ○ 

４ × × ○ ○ 

５ × × × ○ 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問２ 次の文は、「全国保育士会倫理綱領」（平成15年２月 全国保育士会ほか）の一部

である。誤ったものを一つ選びなさい。 

 

１ 一人ひとりの子どもの最善の利益を第一に考え、保育を通してその福祉を積極的に増

進するよう努める。 

２ 養護と教育が一体となった保育を通して、一人ひとりの子どもが心身ともに健康、安

全で情緒の安定した生活ができる環境を用意し、生きる喜びと力を育むことを基本とし

て、その健やかな育ちを支える。 

３ 一人ひとりのプライバシーを保護するため、保育を通して知り得た個人の情報や秘密

を守る。 

４ 所属する組織の円滑な運営を第一に考え、その意向に沿った保育が行えるよう努める。 

５ 地域の人々や関係機関とともに子育てを支援し、そのネットワークにより、地域で子

どもを育てる環境づくりに努める。 

  



- 3 - 

R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問３ 次の文は、2023（令和５）年４月１日に施行された「こども基本法」の一部である。 

（ Ａ ）～（ Ｄ ）にあてはまる語句の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

第一条 この法律は、日本国憲法及び（ Ａ ）の精神にのっとり、次代の社会を担う全

てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人として（ Ｂ ）健

やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等に（ Ｃ ）、その権利

の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、 

（ Ｄ ）全体としてこども施策に取り組むことができるよう、こども施策に関し、基

本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及びこども施策の基本となる事項を定めると

ともに、こども政策推進会議を設置すること等により、こども施策を総合的に推進する

ことを目的とする。 

 

（組み合わせ） 

       Ａ         Ｂ      Ｃ     Ｄ 

１ 児童の権利に関する条約  ひとしく  かかわらず  社会 

２ 児童の権利に関する条約  ただしく  かかわらず  家庭 

３ 児童の権利に関する条約  ただしく   応じて   社会 

４    教育基本法     ただしく   応じて   家庭 

５    教育基本法     ひとしく   応じて   社会 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問４ 次のＡ～Ｅは、子どもの人権擁護に関する歴史的事項である。これらを年代の古い

順に並べた場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 国際連合によって採択された「世界人権宣言」 

Ｂ 児童憲章制定会議において制定された「児童憲章」 

Ｃ 国際連盟によって採択された「児童の権利に関する宣言（ジュネーブ宣言）」 

Ｄ 国際連合によって採択された「児童の権利に関する宣言」 

Ｅ 国際連合によって採択された「児童の権利に関する条約」 

 

（組み合わせ） 

１ Ａ→Ｂ→Ｃ→Ｅ→Ｄ 

２ Ａ→Ｂ→Ｄ→Ｃ→Ｅ 

３ Ｂ→Ａ→Ｄ→Ｅ→Ｃ 

４ Ｃ→Ａ→Ｂ→Ｄ→Ｅ 

５ Ｃ→Ｅ→Ｄ→Ｂ→Ａ 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問５ 次の文は、「予期せぬ妊娠に対する相談体制の現状と課題に関する調査研究報告書」

（平成31年３月 母子保健推進会議）の都道府県・指定都市・中核市・特別区に対する

調査結果に関する記述である。適切な記述を○、不適切な記述を×とした場合の正しい

組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 予期せぬ妊娠の相談を実施していると回答した自治体の約９割が、予期せぬ妊娠の相

談方法としてＳＮＳを活用している。 

Ｂ 予期せぬ妊娠の相談を実施していると回答した自治体の約１割が、男性からの予期せ

ぬ妊娠の相談を、「受けている／受ける予定」と回答している。 

Ｃ 予期せぬ妊娠の相談を実施していると回答したすべての自治体が、匿名での予期せぬ

妊娠の相談を、「受けている／受ける予定」と回答している。 

Ｄ 予期せぬ妊娠の相談を実施していると回答した自治体の約７割が、予期せぬ妊娠の相

談において対応が困難な事例があったと回答している。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ × 

２ ○ × × ○ 

３ × ○ × ○ 

４ × × ○ ○ 

５ × × ○ × 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問６ 次の【事例】を読んで、【設問】に答えなさい。 

 

【事例】 

 児童養護施設に入所している18歳の高校３年生のＸさんは、大学への進学をめざしてい

る。大学へ進学した場合、高校卒業と同時に児童養護施設を退所し、一人暮らしを予定し

ている。その一方で、一人暮らしをしながら大学に４年間きちんと通い続けることができ

るのか不安に感じている。このためＸさんは、児童養護施設の退所後の生活等について、

社会的養護自立支援事業の支援コーディネーターと相談することとした。 

 

【設問】 

 Ｘさんへの退所に向けた支援として、支援コーディネーターが継続支援計画を作成する

上で適切な記述を○、不適切な記述を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ Ｘさんを含め、児童相談所の職員、児童養護施設の職員など支援に携わってきた者等

により構成される会議を開催する。 

Ｂ Ｘさんの心身の状況や生活、保護者などの家庭環境、進学先の学校の環境など必要な

情報を収集しアセスメントを行う。 

Ｃ Ｘさんの支援上の課題、課題解決のための支援目標、目標達成のための具体的な支援

内容・方法などを定める。 

Ｄ Ｘさんが入所している児童養護施設で作成された自立支援計画と調整を図り、一貫し

た内容とする。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ ○ 

２ ○ 〇 〇 × 

３ ○ ○ × 〇 

４ 〇 × ○ ○ 

５ × ○ ○ ○ 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問７ 次の文は、子育て支援施策および母子保健施策に関する記述である。適切な記述を

○、不適切な記述を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助

産師・保育士等がその居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当

該家庭の適切な養育の実施を確保することを目的としている。 

Ｂ 「母子保健法」に基づき市町村は、満１歳６か月を超え満２歳に達しない幼児および、

満３歳を超え満４歳に達しない幼児に対し、健康診査を行わなければならないとしてい

る。 

Ｃ 乳児家庭全戸訪問事業は、養育支援が特に必要であると判断した家庭を訪問し、子育

ての孤立化を防ぐために、その居宅において様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関

する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供

に結びつけることにより、地域の中で子どもが健やかに育成できる環境整備を図ること

を目的としている。 

Ｄ 「母子保健法」に基づき行われる妊婦に対する健康診査について、厚生労働省告示に

おける望ましい基準では、妊婦１人につき、出産までに６回程度行うものとしている。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ 〇 × 〇 

２ ○ 〇 × × 

３ 〇 × 〇 〇 

４ × 〇 〇 × 

５ × × 〇 〇 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問８ 次の【事例】を読んで、【設問】に答えなさい。 

 

【事例】 

 10歳のＹさんには、知的障害を伴う難病を抱える３歳年下の妹のＺさんがいる。Ｚさん

は筋力が弱く歩行、着替え、食事、入浴、排泄等に介助が必要である。両親は共に仕事で

忙しく、両親がいない時は、ＹさんがＺさんの世話をしている。そのため、Ｙさんは、学

校が終わったらすぐに自宅へ帰りＺさんの世話をすることが多い。土曜日・日曜日などの

休日や、夏休みなどの長期の休みの期間も、主にＹさんが自宅でＺさんの世話をしている。 

 Ｙさん自身、同級生と遊ぶ時間はないが、Ｚさんの世話を当たり前のことと感じており、

手伝いの延長として考えている。一方で、Ｙさんは宿題を忘れることや、寝不足が原因で

授業中に寝てしまうことがある。 

 

【設問】 

 次の文のうち、Ｙさんにもたらす影響として考えられることとして適切な記述を○、不

適切な記述を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ Ｙさんは、Ｚさんの世話を通じて、思いやりや責任感などを育むことができるため、 

今まで以上に世話を行うことが望ましい。 

Ｂ Ｙさんは、同級生と遊ぶ時間がないほどＺさんの世話をしており、これ以上の負担が

続くと、Ｙさんの心身の健康が保持・増進されない可能性がある。 

Ｃ Ｙさんが宿題を忘れることや、授業中に寝てしまうことは、Ｚさんの世話による可能

性があり、これ以上の負担が続くと、Ｙさんの学習面での遅れや進学に影響が出るお 

それがある。 

Ｄ Ｙさんは、両親からＺさんの世話をするよう期待されており、その期待に過剰に適応

するあまりに、家族に負担をかけてはいけないと自分の希望が言えなくなる可能性があ

る。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ ○ 

２ ○ 〇 〇 × 

３ × ○ ○ 〇 

４ × ○ × ○ 

５ × × ○ ○ 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問９ 次の文は、地域子育て支援拠点事業に関する記述である。不適切な記述を一つ選び

なさい。 

 

１ 地域子育て支援拠点事業は、「児童福祉法」に基づき、乳幼児及びその保護者が相互

の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を

行う事業である。 

２ 地域子育て支援拠点事業は、地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援 

拠点の設置を推進することにより、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安

感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援することを目的としている。 

３ 地域子育て支援拠点事業は、一般型、連携型ともに、保育士資格を有する専任の者を 

配置しなければならない。 

４ 地域子育て支援拠点事業の一般型は、常設の地域子育て支援拠点を開設し、子育て家 

庭の親とその子ども（主として概ね３歳未満の児童及び保護者）を対象としている。 

５ 地域子育て支援拠点事業の一般型は、地域全体で、子どもの育ち・親の育ちを支援す 

るため、地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの協働による地域団体の

活性化等地域の子育て資源の発掘・育成を継続的に行う取組みを行うことができる。 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問10 次のうち、世界経済フォーラム（World Economic Forum：ＷＥＦ）が2022年７月に

公表した各国における男女格差を測るジェンダー・ギャップ指数（Gender Gap Index：

ＧＧＩ）が一番低い国（男女格差が一番大きい国）を一つ選びなさい。 

 

１ タイ 

２ インドネシア 

３ 韓国 

４ 中国 

５ 日本 

 

 

問11 次の「児童の権利に関する条約」に関する３つの選択議定書のうち、2022（令和４）

年時点でわが国が批准しているものとして正しいものを○、誤ったものを×とした場合

の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 「児童の売買、児童買春及び児童ポルノに関する選択議定書」 

Ｂ 「武力紛争における児童の関与に関する選択議定書」 

Ｃ 「通報手続きに関する選択議定書」 

 

（組み合わせ） 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ ○ ○ ○ 

２ ○ ○ × 

３ ○ × ○ 

４ ○ × × 

５ × × × 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問12 次の文は、児童手当制度に関する記述である。適切な記述の組み合わせを一つ選び

なさい。 

 

Ａ 「児童手当法」において、「児童」とは、15歳に達する日以後の最初の３月31日まで

の間にある者であって、日本国内に住所を有するもの又は留学その他の内閣府令で定め

る理由により日本国内に住所を有しないものをいう。 

Ｂ 児童手当は、「子ども・子育て支援新制度」における「子ども・子育て支援給付」の

うち、「子どものための現金給付」に位置付けられている。 

Ｃ 2021（令和３）年の「児童手当法」改正により、一定以上の所得がある児童の養育者

に対する「特例給付」が廃止され、支給要件に該当する児童を養育するすべての者に一

律の額の手当が支給されている。 

Ｄ 児童手当の支給要件に該当する児童が乳児院に入所している期間中であっても、原則

として児童手当は実父もしくは実母に支給される。 

Ｅ 小学校修了後中学校修了前の児童に対する児童手当の支給額は、月額10,000円である。 

 

（組み合わせ） 

１ Ａ Ｃ 

２ Ａ Ｄ 

３ Ｂ Ｄ 

４ Ｂ Ｅ 

５ Ｃ Ｅ 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問13 次の文は、「母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的

な方針」（令和２年３月23日 厚生労働省告示第78号）の一部である。（ Ａ ）～（ Ｄ ）

にあてはまる語句を【語群】から選択した場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦については、（ Ａ ）を図ることが重要であること

から、（ Ｂ ）を中心として、個々の家庭に寄り添ったきめ細かな福祉サービスの推進

に主眼を置いて、①子育てや生活支援策、②就業支援策、③（ Ｃ ）、④経済的支援策

を（ Ｄ ）に展開することとする。 

 

【語群】 

ア 就業支援      イ 面会交流の推進策   ウ 総合的 

エ 短期的かつ重点的  オ 就業による自立促進  カ 養育費の確保策 

キ 子育て支援     ク 経済的な自立促進 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ オ ア イ ウ 

２ オ ア カ ウ 

３ オ キ カ エ 

４ ク ア イ ウ 

５ ク キ カ エ 
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R5 神奈川県独自-4 子ども家庭福祉 

問14 次のうち、子どもの福祉に関する施設名とその設立者の組み合わせとして、誤った

ものを一つ選びなさい。 

 

１ バーナード・ホーム ―――― ヤヌシュ・コルチャック（Korczak,J.） 

２ 日田養育館 ―――――――― 松方正義 

３ 私立予備感化院 ―――――― 高瀬真卿 

４ 整肢療護園 ―――――――― 高木憲次 

５ 滝乃川学園 ―――――――― 石井亮一 

 

 

問15 次の文は、児童自立支援施設に関する記述である。適切な記述を○、不適切な記述 

を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 1997（平成９）年の「児童福祉法」改正により、少年教護院から児童自立支援施設に

名称が変更された。 

Ｂ 2021（令和３）年現在、わが国には100施設以上の児童自立支援施設がある。 

Ｃ 2020（令和２）年現在、わが国には私立の児童自立支援施設はない。 

Ｄ 児童自立支援施設の長は、学校教育法に規定する保護者に準じて、その施設に入所中

の児童を就学させなければならない。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ × 

２ ○ ○ × ○ 

３ ○ × × × 

４ × × ○ ○ 

５ × × × ○ 
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問16 次の文は、「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」（2015年 国際連合）で掲げられ

た、子ども、妊産婦等に関するターゲットについての記述である。適切な記述を○、不

適切な記述を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 2030年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困状態にある、すべての年齢の男性、

女性、子どもの割合を半減させる。 

Ｂ 2030年までに、世界の妊産婦の死亡率を出生10万人当たり20人未満に削減する。 

Ｃ 2030年までに、すべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもた

らす、無償かつ公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

Ｄ 子どもに対する虐待、搾取、取引及びあらゆる形態の暴力及び拷問を撲滅する。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ × 

２ ○ ○ × ○ 

３ ○ × ○ ○ 

４ × ○ ○ ○ 

５ × × × × 
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問17 次の文を「こども家庭庁設置法」第３条第１項の記述として完成させる場合、（ Ａ ）

～（ Ｃ ）の語句が正しいものを○、誤ったものを×とした場合の正しい組み合わせ

を一つ選びなさい。 

 

こども家庭庁は、（Ａ 満18歳に満たない者）（以下「こども」という。）が自立した

個人としてひとしく健やかに成長することのできる社会の実現に向け、子育てにおける家

庭の役割の重要性を踏まえつつ、こどもの年齢及び発達の程度に応じ、その（Ｂ 人権）

を尊重し、その最善の利益を優先して考慮することを基本とし、こども及びこどものある

家庭の福祉の増進及び保健の向上その他のこどもの健やかな成長及び（Ｃ 地域社会）に

おける子育てに対する支援並びにこどもの権利利益の擁護に関する事務を行うことを任務

とする。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ 

１ ○ ○ ○ 

２ ○ × ○ 

３ × ○ ○ 

４ × ○ × 

５ × × × 
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問18 次の文は、幼児教育・保育の無償化に関する記述である。不適切な記述を一つ選び

なさい。 

 

１ 「子ども・子育て支援制度」の対象とならない幼稚園（私学助成園）の場合は、無償

化の対象外となる。 

２ 認可保育所および認定こども園を利用する０～２歳児の場合、住民税非課税世帯のみ

無償化の対象となる。 

３ 認可保育所で利用料が無料となる場合であっても、通園送迎費、食材料費、行事費は

保護者負担となる。ただし、年収360万円未満の世帯と、すべての世帯の第３子以降の子

どもの食材料費については、副食費部分が免除される。 

４ 認可外保育施設を利用している３～５歳児の場合、「保育の必要性の認定」を受けて

いれば無償化の対象となる。 

５ 幼稚園の預かり保育を利用している場合、「保育の必要性の認定」を受けていれば無

償化の対象となる。 
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問19 次の文は、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」第３条に規定

される、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する基本理念についての記述であ

る。適切な記述の組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児の学校生活及び経済的自立

を社会全体で支えることを旨として行われなければならない。 

Ｂ 医療的ケア児及びその家族に対する支援は、医療的ケア児が18歳に達し、又は高等学

校等を卒業するまでの間、適切な保健医療サービス及び福祉サービスを受けながら日常

生活及び社会生活を営むことができるようにすることに配慮しなければならない。 

Ｃ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を講ずるに当たっては、医療的ケ

ア児及びその家族がその居住する地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられるよ

うにすることを旨としなければならない。 

Ｄ 医療的ケア児及びその家族に対する支援は、個々の医療的ケア児の年齢、必要とする

医療的ケアの種類及び生活の実態に応じて、かつ、医療、保健、福祉、教育、労働等に

関する業務を行う関係機関及び民間団体相互の緊密な連携の下に、切れ目なく行われな

ければならない。 

Ｅ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を講ずるに当たっては、医師及び

医療的ケア児の保護者の意思を最大限に尊重しなければならない。 

 

（組み合わせ） 

１ Ａ Ｂ 

２ Ａ Ｃ 

３ Ｂ Ｅ 

４ Ｃ Ｄ 

５ Ｄ Ｅ  
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問20 次の文は、わが国における少子化対策・次世代育成支援に関する施策についての記

述である。適切な記述を○、不適切な記述を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選

びなさい。 

 

Ａ 1999（平成11）年に策定された「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画に

ついて」の通称は、「新エンゼルプラン」である。 

Ｂ 「少子化社会対策基本法」は、2003（平成15）年に2015（平成27）年までの時限立法

として制定されたが、後に2025（令和７）年度末までに期限が延長された。 

Ｃ 2013（平成25）年に少子化社会対策会議で決定された「少子化危機突破のための緊急

対策」では、「子育て支援」と「働き方改革」をより一層強化するとともに、「結婚・

妊娠・出産支援」を対策の柱として打ち出すことが示された。 

Ｄ 2020（令和２）年に厚生労働省が公表した「新子育て安心プラン」では、「支援のポ

イント」の一つとして「魅力向上を通じた保育士の確保」があげられている。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ × 

２ ○ ○ × ○ 

３ ○ × ○ ○ 

４ × ○ × × 

５ × × × ○ 


